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あらまし：教科間連携や異校種連携（幼少中など）などカリキュラム・マネジメントを取り入れた教育活動

が注目されている。技術科教育のさらなる可能性を探るためにカリキュラム・マネジメントを導入

し活動範囲を広げることにした。本稿では、まず、理論背景を整理し、産官学の関連による実際の

授業実践事例を紹介する。一方では、続報(2)として、荻窪が幼稚園との連携を報告する。
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１．はじめに

今回の学習指導要領の改訂では、教える内容の他、

学習活動の結果としての資質・能力の育成に重点が置

かれている。これらの育成に関して具体的な実施は、

学校や当該校でのカリキュラム・マネジメントを工夫

するよう求めている。

このような背景のもと、児童・生徒にこれから求め

られる資質や能力として、一ノ瀬［１］は、学校教育活動

の自律性の側面から、「今後の教育活動において、教師

は学習指導要領による学習内容の享受者に留まらず、

社会問題に積極的に取り組む人材の育成について学習

活動を通して自律的に実践していくことが強く求めら

れている」と指摘している。一方、鈴木［２］らは、理科

教育において教科横断的な視点を深化させ、思考力・

判断力・表現力等を育成する理論として、「共通感覚的

学習における「自然事象に対する自分の概念を考察や

解釈を通して明らかにする」、「話し合いや発表を行っ

て概念を比較・検討し、「共通感覚」から「常識」をつ

くる過程を通して科学概念を構築する」の二つの視点

が、教科横断的な視座においても有用である」と述べ

ている。他方、竹内［３］は、平和教育の側面から、カリ

キュラム・マネジメント理論整理に関して、次期指導

要領の特色と、現在進められている教育制度改革の関

係を検討し、カリキュラム・マネジメントに関する教

育学理論を概観している。また、カリキュラムの「分

化と統合」の基本理論を整理しつつ現在の指導要領の

位置づけを確認し、統合の事例として、イギリスのク

ロスカリキュラムの歴史と理論を検討している。

２．教科横断化の授業設計モデル

鉄道における軌道構造で、2 つの線路が同一平面で

交差する箇所をDiamondCrossingと呼ぶが、昔の阪

急西宮北口駅がそうであった。筆者は、これまで総合

的な学習の時間で培ったクロスカリキュラム手法に着

目し、教科内領域あるいは他教科領域が横断化する場

合の授業設計モデル、「ダイヤモンドクロス」を2008

年に開発し報告［４］した。

技術科（4領域）と家庭科（4領域）の一例を紹介す

ると、各領域を正多角形上（ここでは8角形）に並べ、

相互に関連する領域や学習内容を配置し線描画で結合

する。この描画を施すことにより、授業の基本設計や

授業イメージの把握を行い、さらなる発展的な授業設

計への想起が促進できる。これまでの事例を図1で紹

介すると、環境教育と技術・家庭科教育を融合した授

業設計である。これは現行の学習指導要領（技術・家

庭）の8領域を示しているが、ちなみに、「GC：生物

育成（ミミズの育成と野菜栽培）、GD：情報技術（土

壌の計測・制御）、GA：加工技術（木製コンポストの

設計・製作）、KB：食生活（栽培した野菜の調理）、KD：

消費生活と環境（食生活と環境）」として設定している。



なお、図中の「G」は技術分野、「K」は家庭分野の略

称である。本稿で述べるカリキュラム・マネジメント

のモデル化においてもこの理論を活用した。

図1 「ダイヤモンドクロス」（藤本、2008）［４］

３．神戸市技術・家庭科研究部会との連携・協働作業

（１）汎用性のあるエネルギー変換の教材モデル

省エネということばが広く社会に定着して久しい

が、最近は、持続可能な社会を目指しエネルギー資源

の有効利用や再生可能エネルギーの利用拡大の重要性

が叫ばれている。これからの社会を担う生徒には、機

器のエネルギー効率をよくするためにはどのような開

発がなされており、利用する場面でもどのような工夫

が大切であるかを考えさせる必要がある。

① 神戸市の題材目標

神戸市の研究部会では、2019年度秋に開催される

全国中学校技術家庭科研究大会（兵庫県大会）に向け

て全市の約80校の技術科教員を招集し取り組んだ。

神戸市が担当する技術科エネルギー変換の領域

は、技術の見方・考え方を働かせた実践的・体験的な

活動を通して、適切かつ誠実にエネルギー変換の技術

を工夫し創造しようとする実践的な態度を育成するこ

とを題材の目標に設定した。

② 研究授業における指導観

2017年度から3年に及ぶ教材開発に向けて、筆者

らの大学教員ならびに川崎重工の専門家と協働して内

容を精査しカリキュラム・マネジメントを位置づけた

この授業実践は、生徒たちが他の班や自己の記録

と競うことでエネルギー利用の最適化について意欲を

持って学ぶことができる。また、班の中で意見を出し

合い工夫することで解決策の検討、計画、実践、評

価、改善といった一連の学習ができる教材である。単

純な製作ではあるが、奥の深い取り組みが可能で、達

成感や感動を味わいながらプロセスを学び「見方・考

え方」を実生活で活用できるようにしたい。今後、理

科で学ぶ「エネルギー保存の法則」との連携が計れる

ようにカリキュラム・マネジメントとして留意する。

一方では、位置エネルギーの効率化を求める学習を通

して、生活や社会につながる課題を発見し、解決する

主体的・対話的で深い学びの創造を目指した。

図2 神戸市における授業研究の様子。2017~2019

③ 県内調査による課題の明確化について

2018年度に兵庫県内でのアンケート調査［５］で

は、「ものの仕組みや特徴を調べるために、調査や実

験、観察などを行いましたか」という設問に対して、

肯定的回答が56.3%にとどまった。このことにより

県内教科部会の課題として取り上げられた。そこで、

今回の教材化は、エネルギー変換について同一条件の

もとで同じ材料を使って生徒たちが何度も試行錯誤し

て取り組めること。また、費用的に安価な教材モデル

であり、多くの学校で汎用的に活用できることも念頭

に置いた。神戸市内の複数校で、調査や実験・観察を

実施し、問題解決型学習への課題設定、実習方策、教

材研究など約3年の歳月をかけて研究を深めた。

④ 技術科としての「見方・考え方」について

・班やチーム単位で改良点や課題を議論できる。

・設計・試作の結果に基づき改善点を考察する。

・自ら課題を見つけ、その設定ができる。

・発想を大切にして創造的な工夫を行える。

・実験結果より的確な考察ができる。
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（２）大学授業との連携「台車の設計と試作」

上記で示した神戸市の取り組みを大学に持ち帰り、

技術科の教員志望の学生に対して、本題材を用いて取

り組ませた。図3は、学内の教室で、本授業を想定

して模擬授業を実施している様子である。

図3 学内での教材のモデル化（試作・制作）の様子

図4 ソーラーカーをモデルとした設計と試作

図5 材料と加工の技術における学生用教材

一方、図4は、本学のソーラーカーをモデルとして

学生が協働で試作した台車のモデルである。今回の研

究授業で使用する材料と同じものを使用して製作した。

他方、図5は、設計と試作の流れを学習させるための

材料と加工の分野で説明する学生製作教材である。

４．但馬地区技術科研究部会との連携・協働作業

但馬地区の美方郡は、兵庫県の北西部、鳥取県と日

本海に面した海、山に囲まれた地域である。さらに、

郡内各地に多くの温泉源が点在している。新温泉町に

ある湯村温泉は、「夢千代の里」としても知られている。

その源泉は、湧出量470L/分、温度98℃の高温で湧き

出しており、名実ともに「温泉」を象徴するような温

泉地である。近年、エネルギーの問題が注目され、但

馬エリアでは新温泉町で温泉バイナリー発電が導入さ

れている。但馬地区の研究会では、数年にわたり地域

の教材を利用した研究を重ねてきた。エネルギー変換

の技術では、但馬地域の特色の1つである温泉の熱を

利用した「温泉バイナリー発電事業」に着目し、本学

と共同で研究に取り組んでいる。但馬地区の研究会で

は、県の研究主題を達成させるために再生可能エネル

ギーに着目し、エネルギー問題・環境問題について研

究を深めることとした。さらに、持続可能な社会の実

現に向けて、技術と社会、技術と環境との関わりにつ

いて生徒たちに理解させるとともに、地域の教材から

主体的な学びを創造させることとした。

（１）汎用性のあるエネルギー変換の教材モデル

手回し発電機から発生させた電力が、光・熱・動力

へ変換されたり、湯の熱が電気エネルギーに変換され

る様子を観察・実験を通して確かめさせるなど、様々

な実践的・体験的な活動を取り入れた学習によって、

主体的・対話的で深い学びの創造が実現できると想定

した教材モデルの開発を行った。

① 但馬地区の題材の目標

県内のアンケート調査結果に基づき、生徒自らが生

活や社会を支えるエネルギー変換の技術の重要性に気

付き、その「技術に込められた問題解決の工夫につい

て考えること」について、次期学習指導要領の「Ｃ(1)-

イ」を目標とした。研究テーマは「地域の再生可能エ

ネルギー発電から学ぶ、主体的・対話的で深い学びの

創造」に設定して研究を進めることになった。



実際の授業では、発電機を組み込んだ簡単な電気機

器の製作を行うとともに製作品を活用した実験や体験

活動を行った。さらに、カリキュラム・マネジメント

として地域の温泉利用発電施設の見学を実施した。一

方、ペルチェ素子による発電の観察・実験を行うこと

によりエネルギー変換と環境問題に対する興味・関心

を引き出そうと考えた。

② 但馬地区の指導感

現在のエネルギー問題は、自給率が 6％まで下がっ

たエネルギーの安定供給体制の確立、化石燃料使用に

よる地球温暖化への対策が急務である。これらの課題

を主体的に認識するためには、化石燃料に代わる再生

可能エネルギーの開発とその特徴を知り、省エネルギ

ーに向けた取組を推進していく教育こそ、持続可能な

社会の実現には不可欠である。

但馬地域には、有数の温泉を活用した温泉バイナリ

ー発電、ペルチェ素子温度差発電施設が稼働しており、

地域と一体になったエネルギー教育が可能である。ま

た、カリキュラム・マネジメントの視点として、理科

や社会科等との教科連携ならびに、地域資源の有効活

用を図っている。具体的には、施設を見学し、発電方

法や発電効率など専門的な講義を担当者から拝聴する

といった教科を超えた学習として、但馬地域が取り組

む次世代エネルギーの有効活用を知る機会に設定した。

さらに、ペルチェ素子を使用した温度差発電を授業に

取り入れ、エネルギー変換の技術の「見方・考え方」

を働かせながら、さまざまな素材や発電方法を知り、

環境負荷や経済性などに着目し、技術が最適化されて

いることに気付かせることをねらった。図6にペルチ

ェ素子を使用した実証実験装置を示す。また、図7に

生徒が使用する実験装置ならびに、実際に使用したペ

ルチェ素子を示す。

図6 ペルチェ素子を使用した実証実験装置（実物）

図7 生徒使用の実験装置と使用したペルチェ素子

５．おわりに

本稿では、兵庫県内の2地域の研究授業をサポート

した内容を示した。各地域で、様々な実態を垣間見つ

つ、適切に課題を把握し、地域と学校が一体となって

環境問題に取り組むなどを大学側でもサポートした。

神戸市の実践では、産学連携のモデルとなるように大

学の他、企業の専門家との連携をモデルにしたカリキ

ュラム・マネジメントを推進した。一方、但馬地域の

実践では、ふるさとの良さを大切にした「持続可能な

社会の実現」に向けて、生活を工夫し創造する資質・

能力を育むためのカリキュラム・マネジメントを確立

した。今後の課題は、さらに学生が活動できるフィー

ルドを大学としてどう確立していくかが課題と考える。
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